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表 1 実態調査概要まとめ．

経済産業省調査
(2014)

大阪府調査
(2014)

大阪商工会議所
調査(2013)

調 査 対 象 大企業，中小
企業 集計別

規模問わない
集計同一

小規模事業者

業 種 製造業 製造業 製造業 (74.9)
非製造業(25.1)

調査対象数 4112社 242社 1128社

対 象 抽 出 民間データベース
から有作為抽出

無作為 有作為，会員

報告書名称 『2014年版もの
づくり白書』

『「三次元積層造形
技術( 3D プリン
ター)の活用」に
関する調査研究』

『3D プリンター
活用に関する調
査』
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. 三次元積層造形技術の歩みとベールに包まれてい

た活用状況

三次元積層造形技術は1980年代に発案され，様々な特許

出願と製品開発が1990年代に盛んとなった．しかしながら，

1990年以降はその普及については一旦落ち着き，一部の製

造工程，特に試作工程を中心に活用されるに留まった．その

理由としては，第一に，三次元 CAD 技術が1990年代ではサ

ーフェス中心であり，その用途が形状を創り上げることに力

点が置かれ，その範囲でしか活用できなかったことによると

推測される．第二に，素形材加工技術では切削加工，変形加

工にその重点が置かれ，金型加工など日本の強みである金型

製作に必要とされる技術への傾斜が強かったことによると考

えられる．2000年代に入り，三次元 CAD がサーフェスから

ソリッドに移行し，内部構造を設計できるようになったこと

に加えて，三次元積層造形技術・装置において，材料のバリ

エーションの増加，造形精度の高度化・造形時間の短縮化に

より，企業における試作やプロダクションシステムとして工

程での採用が高まってきつつある．

しかしながら，その活用実態を数量的に示す調査データが

整備されてこなかったことから，どの程度，大企業や中小企

業において，試作やプロダクションシステムの一環として活

用されているのか，ベールに包まれていることが多かった．

そのため，企業層では技術動向の把握，自治体など支援者層

では支援の意思決定をする基礎資料等で活用度合いを示す情

報に正確さを欠いていた．こうしたことから，国，自治体，

商工団体など各セクターにおける実態調査が切望されてい

た．それを受けて，数件の調査が近年実施され，三次元積層

造形技術が日本のものづくりの現場でどう活用されているの

か，その一端が分析できつつある．

本稿では，複数の活用実態調査結果をもとに，社会学，経

営学で定石となっている「普及の理論」，イノベーション論

を踏まえて，現段階での普及の状況，今後の動向を考察する．

. 近年の活用実態調査

近年実施された三次元積層造形技術の活用についての調査

結果をまとめたものを表に示す．

政府が大規模に実施した「経済産業省調査｣(1)，大阪府域

のものづくり企業を対象とした「大阪府調査｣(2)，関西地域

の商工会議所会員企業を対象とした「大阪商工会議所調査

(以後，大商調査)」が挙げられる(3)．これらの調査は，調査

対象サンプルの抽出方法の点で，無作為抽出調査である大阪

府調査と，有作為抽出調査である経済産業省調査および大商

調査とに分類される．

企業規模の点からは，中小企業と大企業とで別に集計し規

模間比較を試みた経済産業省調査，中小企業と大企業を含め

て集計した大阪府調査，中小企業よりも規模の小さな小規模

事業者による大商調査と，それぞれ調査対象がやや異なる．

また，調査対象数，対象業種においても，各調査で差異がみ

られる．

. これまでの実態調査結果の詳細

経済産業省調査は2014年 1 月に，大企業，中小企業の規
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「活用している」とは，「本格的活用」および「試験的活用」

の二項目を加えたもの

図 1 経済産業省調査(1)結果．

「活用している」とは，「本格的活用」および「試験的活用」

の二項目を加えたもの

図 2 大阪府調査(2)，大阪商工会議所調査(3)結果．
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模別に実施された(図)．調査対象数は4112社で，大企業

206社，中小企業3779社から回答を得て集計したものであ

る．結果，大企業では「既に業務で本格的に活用している」

が19.4，「試験的に活用をはじめたところ」が8.3，合わ

せて「活用している」が27.7と非常に高い結果となってい

る．一方，中小企業では，「既に業務で本格的に活用してい

る」が4.5，「試験的に活用をはじめたところ」が3.2，

合わせて「活用している」が7.7であった．これより，活

用動向については，企業規模間格差が強く影響し，規模が大

きいほど活用が進んでいることが明らかになった．

一方，大阪府調査は，2014年10月に実施したアンケート

調査(調査対象数242社)である(図)．その結果，「活用し

ている(1 年以上)」が8.7，「活用している(1 年未満)」が

6.2，合わせて「活用している」が14.9であった．

大商調査は，2013年に実施した1128社の会員企業を対象

とした調査である．その結果，「活用している(本格的)」が

3.4，「活用している(試行的)」が4.4，合わせて「活用

している」が7.8であった．

二つの調査で異なる点は，大阪府調査が大企業を含むもの

づくり企業，大商調査は関西の小規模会員事業者を対象とし

ている点である．よって，大商調査が大阪府調査よりも，活

用度合いが低いのは，企業規模によるものと推測される．

また，大阪府調査が他の調査よりも活用割合が高いのは，

第一に，回答に大企業が含まれること，第二に，調査時点が

新しく，「ものづくり補助金」などの施策利用で造形装置の

導入が進んだことによると考えられる．

これら調査結果より，第一に，ものづくり企業での三次元

積層造形技術活用状況は，中小企業層(小規模事業者層含む)

であれば10前後，大企業層であれば25超であることが

推定される．第二に，同技術の活用には企業の規模間格差が

強く影響していることが明らかになった．今後は，こうした

活用実態調査を数年度ごとに実施，定点観測することで本技

術の進展，定着など実態を明らかにする必要性が高いと考え

られる．

. 普及の段階を考察する

次に，これらの調査結果から三次元積層造形技術の普及度

合い，その後の展開について，「普及の理論」やマーケティ

ング論などを分析フレームに考察を進める．

普及の理論とは，イノベーター理論とも呼ばれ，Everett

M. Rogers が提唱したものである(4)．新たなアイデアや技

術(イノベーション)を採用する者の数や割合を時間軸で分析

した場合，採用者の累積割合と時間が一定の推移に当てはま

ることを見出し，理論化した．これにより，新たなイノベー

ションがどう普及しているのか，今後どう普及するのかを推

測することが可能となった．

ここでは新製品の購買について例示すれば，製品のリリー

スと購買のタイミングに応じて購買者を 5 群に分類し，リ

リースと同時に最も早く購買する「イノベ ーター

(Innovator)」(購買者の2.5)，その動きを待って次に購買

行動に移る者たちはその購買について強い影響力を有するオ

ピニオンリーダーである「アーリー・アダプター(Early

Adopters初期購買者)」(同13.5)である．次に購買する

層は最も大きな塊「アーリー・マジョリティー(Early

Majority前期追随者)」(34)であり，この層が動けば，

以後，本格的な普及が始まるとされる．したがって，普及の

理論では16前後の累積購買者割合に至れば，その後の普

及が期待できると推測できるのである．

. 調査結果から本技術の「普及」を分析

先に示した通り現在の活用状況は中小企業層(小規模事業

者含む)が10程度，大企業層では25程度であり，これら

を普及の理論からみれば，中小企業層では普及前の状態，つ
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図 3 普及曲線と各調査の結果．
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まり「普及前夜」といえよう(図)．一方，大企業層では

「既に普及期」に入っていると結論付けられる．

さらに考察すると，中小企業層はここ数年のうちに普及に

至るのかどうか，その活用状況次第で方向性が分かれる可能

性が含まれる．普及が16前後のこの時期に，各種中小企

業の競争力を向上させることを目指した普及施策を図ること

は，今後一層必要とされる多品種少量生産，材料高への対

応，マーケット規模の縮小などへ対応する中小企業にとって

は重要な分岐点である．こうした普及施策がうまく機能しけ

れば，本技術が普及に至らない「深い溝(キャズム

chasm)」(5)に落ち込む可能性を有する．

. キャズムに落ち込まないための解決策

そのためにも，解決策として以下の素早い実現が望まれ

る．第一に，企業が不満点とする，装置・材料の価格を国内

企業等の努力等で下げること，第二に，中小企業向けの技術

導入支援策(補助金などの支援に加えて，技術指導やノウハ

ウ支援，人材養成など)を充実すること，第三に，企業・各

業界内では，三次元 CAD のオペレーター養成を積極的に行

うことが必要であろう．設計技術(特に，機能発現のための

内部構造設計)を高めることが，ものづくりの競争力に直結

する．

これら解決策を実行することで三次元積層造形技術を活用

する中小企業数が増えれば，以後本格的な普及へと推移する

可能性が高く，来る人口減少社会において必要となる，短納

期，多品種小ロット，ロングテール消費への対応を行ううえ

での，新たなものづくり工法の変革に対応することが可能に

なろう．

. お わ り に

上述のような方策に加え，SIP/革新的設計生産技術「三

次元異方性カスタマイズ化設計・付加製造拠点の構築と地域

実証」でも研究されているように，製品を使用し喜んでもら

うことで，生活者の QOL を高めるため，感性工学や機能の

可視化の導入を設計の上流段階で行う必要性を広く認知させ

ることが，今後の三次元積層造形技術のさらなる普及促進に

つながるものと強く期待される．本プロジェクトが関西発の

新しいものづくりスタイル創発の起爆剤となることを期待し

ている．
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